
(単位：千円、切り捨て)

金　額 金　額

流　動　資　産 5,056,840 流　動　負　債 3,771,134

現 金 及 び 預 金 791,488 1,540,410

預 け 金 1,327,672 800,000

売 掛 金 1,937,502 605,749

商 品 及 び 製 品 306,342 64,911

仕 掛 品 249,973 464,704

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 398,697 261,101

未 収 入 金 656 23,124

前 払 費 用 5,400 11,132

そ の 他 39,106

固　定　負　債 1,688,901

1,200,000

 468,011

固　定　資　産 5,234,667 20,890

　有形固定資産 4,831,234 負 債 の 部 計 5,460,036

建 物 2,017,316

構 築 物 193,225

機 械 装 置 2,248,630  

車 両 運 搬 具 1,252 株　主　資　本 4,831,471

工 具 器 具 備 品 112,943 資　　本　　金 490,000

建 設 仮 勘 定 257,865

資 本 剰 余 金 490,000

 490,000

　無形固定資産 12,730

ソ フ ト ウ ェ ア 11,913 利 益 剰 余 金 3,851,471

そ の 他 816 145,420

  3,706,051

　投資その他の資産 390,702 400,000

長 期 貸 付 金 3,052 3,306,051

長期前払費用 5,035

繰 延 資 産 5,209 4,831,471

繰 延 税 金 資 産 376,199

そ の 他 1,205

10,291,507 10,291,507

賞 与 引 当 金

貸　借　対　照　表

（2025年 3月31日現在）

科　　目 科　　目

〔資産の部〕 〔負債の部〕

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 費 用

前 受 金

未 払 法 人 税 等

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

〔純資産の部〕

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

　　純 資 産 計

資　産　合　計 負債・純資産合計



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　 （１）資産の評価基準および評価方法

①有価証券の評価基準および評価方法

a．時価のあるもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

　 純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

b．時価のないもの・・・移動平均法による原価法

②たな卸資産の評価基準および評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げ

の方法）によっております。

　製品・仕掛品・商品・原材料・貯蔵品・・・総平均法

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産については定率法を採用しておりますが、

事業年度(2019.4～)より、下記については定額法を採用しております。

・1998年4月以降に取得した建物(附属設備を除く)

・2016年4月以降に取得した建物附属設備および構築物

②無形固定資産については定額法を採用しております。

③リース資産

所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るリース資産につきましては、リース期間を

耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

（３）引当金の計上基準

①退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しており

ます。

②役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100％を計上

しております。

③賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てる為、賞与支給見込額のうち、当期に負担すべき額を

計上しております。

④役員賞与引当金

　役員の賞与支給に充てる為、賞与支給見込額のうち、当期に負担すべき額を

計上しております。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

②グループ通算制度の適用

　グループ通算制度を適用しております。

２．当期純損益に関する注記

当期純損益額は、962,390千円計上しております。


